
11BT-ToF Sensor
for Promotion

11

Time-of-flight 3Dイメージセンサ(デプスイメージセンサ)

評価用カメラモジュール

静岡大学が１６年に亘って開発してきた
独創技術（ハイブリッドTOF法)による
TOFデプスイメージセンサが、BT社の次の
成長の柱に！

103

104

105

106

107

103 104 105 106 107 108 109102

セ
ン
サ
単
価

[¥
]

販売数量 [個/年]
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自動車

コンパクト
デジカメ

高級
デジカメ

PC／Web

ビデオ／
カムコーダ

FA／
マシンビジョン

医療

監視
（汎用）

監視
（中級）

科学計測

監視
（高級）

携帯／
スマートフォン

放送／
デジタル
シネマ

高速度
カメラ

CMOS イメージセンサ市場：全体で8000億円規模

Non-
Consumer

BT130C
1.3M 2/3inch

BT200C
2M(Full HD)
2/3inch

BT3300N
（8K/33M)
Super-35mm

BT130A
1.3M 1/2inch

Target Market

Consumer

3D Depth Imaging 
Motion Capture

BT008D
（Range Imaging）

12
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介護・福祉

交通・運輸
物流・搬送

エネルギー

警備・安全

流通・販売

産業用

スマートハウス

自動運転車

ドローン ヒューマノイド

パワーアシスト

セキュリティー

医療・介護

災害探索

気象・衛星

機能家電

センサセンサ

光・電磁波
空気・音・生体
化学・バイオ etc.

医療

健康・美容

防災

2.当該取組に関する地域ベンチャー企業の担う役割及び他主
体との連携関係（「論点整理」の「主体に期待される役割」の具

体事例）

• 大学発ベンチャー企業
地方創生（発展）の1つの核（大企業に成長した後：新産業創出、
雇用創出、人口増…）

• 大学・研究機関 起業から成長過程まで、新規事業のためのシーズ
の研究開発活動を実施する。

• 国 起業から成長過程まで、事業化のための技術シーズの研究開発
活動を、財政的に支援する。

• 自治体 国の事業を受け入れ、支援体制を作る（人的リソース提供）。

製品化のための関連機器開発等を補助金によって支援する。

• 金融機関 VCとして投資。
個人保証を求めない融資。

14
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３．「論点整理」の各小項目に関する一地域ベンチャー企業の考え

• 地域が科学技術イノベーション活動を行う意義・目的
＝なぜ、ブルックマンテクノロジ(BT社)が浜松にあるのか

(×)「地域課題」発イノベーション, (〇)「科学技術」発イノベーション
(×)「ニーズプル」 (〇)「シーズプッシュ」
BT社の新規事業(新製品開発)のシーズ研究で、世界の先端を行く静
岡大学が浜松にあり、 BT社がそのシーズ研究の社会実装を担う。そ
れが静岡大学におけるシーズ研究の価値を高めるという共栄が成り
立つことによる。

浜松市には、BT社の事業推進の上でパートナーとなる優良な企業
（大・中小）が多く存在する。

BT社は、地域の人の「豊かさ（経済的価値）」と「幸せ（社会的価値）」を
主目的として行っている訳ではないが、BT社の活動と成長の結果とし
て、地域の人々が「豊かさ」、「幸せ」、「希望」を享受できることになる。

（「希望」：例えば、世界的先端技術による製品を作っている企業が浜松にある、
ノベール賞に貢献する技術をもつ企業が浜松にある。 地域の子供たちに、科
学や技術に興味を抱かせ、その地域で将来働きたいと思わせる。 15

３．「論点整理」の各小項目に関する一地域ベンチャー企業
考えについて

• 地方創生の流れにおける地域科学技術イノベーションの位置づけ

地方創生=地方に「しごと」をつくり、地方への新しい「ひと」の流れ
をつくり、「まち」をつくる

科学技術イノベーションを担う一ベンチャー企業（BT社）ができる
ことは、上記の定義に従う「地方創生」に対して、影響力を持てる

程度に成長すること。

（2018年現在） （１０年後）

雇用創出：30人
市民増（家族含）：約100人
年商：6.5億円
地域に対する経済効果：？

16

×３０～×３００
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国からの研究開発補助金と成果の社会還元

・第1期知的クラスタ創成事業(‘02～’06)
・第2期知的クラスタ創成事業 (‘07～’11)
・JST A-STEP (‘09～’11)

～15億円
・JST A-STEP (‘14～’16)
・科学研究費 基盤研究(S) (‘13～’17)
・科学研究費 基盤研究(S) (’18～’22)
・COI STREAM-Satellite (‘13～’21)
・地域イノベーション・エコシステム (’16～’20)

新機能ピクセル
(e.g., LEFM) 大学発ベンチャー

・受託設計・開発
・カスタム製品
・自社製品
・間接的経済効果
・雇用創出

経済効果
（２０１7年度末まで）
・直接：33億円（11年間）
・間接：３００億円以上(推定)
（１０年後の目標(累計))
・直接：１０００億円
・間接：２～１０兆円

成果の社会還元（社会貢献）

研究開発補助金

イメージセンサの基礎研究

新機能ADC
(e.g., HbCMOS)

＋

17

4-1. 一地域ベンチャー企業が科学技術イノベーション活動
に取り組む際に感じる障壁や課題

• 人材（技術系社員）の確保（特に、今後の成長
に向けて）

• 資金調達（研究成果を半導体製品(イメージセン
サ)に結びつけるまでの研究開発費)

• 知的財産権(特許)の確保（国内外）、侵害・被侵
害の調査、周辺特許まで含めた特許網の構築

18
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4-2.一地域ベンチャー企業が科学技術イノベーション活動
に取り組む際に感じる、成功に不可欠と考える要素

1. 競合他社に対する差別化技術群と、知的財産権(基本特許
群)の確保、維持管理

2. 持続的新製品開発サイクル(基礎研究 製品化検討
(FS TS) 製品設計(ES MP) 試験システム開発 量産)

3. 新製品のマーケティング活動とプロモーション活動
4. これら（特に２．）を実行する資金力
5.  人材（特に、優秀な技術者）の確保

BT社の現在の規模と資金力では、これら（特に２．）を単独で行う
ことは困難。 単独で研究開発部門を持てる企業規模に成長する
まで国・大学・自治体・金融機関からの厚い支援をお願いしなければな
りません。

19

5. 一地域ベンチャー企業が科学技術イノベーションに取り
組むに当たり、特に国に対して期待する役割、サポート、

具体的な支援等について

• 起業から成長過程まで、シーズ研究開発に対して継
続的に、財政的に支援。

• 特許出願支援(特に、外国特許出願)
JSTの外国特許出願支援は、極めて重要。大学に
おける発明の外国出願を国として支援する

しくみづくりは極めて重要な施策と考えます。

• 短期的な成果を求めない投資。
• 大学の卒業生・修了生に、その地域で就職、あるい
は大都市の企業で働く優秀な技術者に地域に転職を
していただくための施策。

20
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第９期地域科学技術イノベーション推進委員会
（第６回）

平成３０年９月１２日

セーレン株式会社

□創 業 明治22年（1889年）

□資 本 金 175億2,025万円 （2018年3月末現在）

□事業内容 繊維製品の企画製造販売

□従 業 員 （連結） 6,264人 （2018年3月末現在）

□売 上 高 （連結） 1,147億円 （2018年3月期）

□関連会社 （国内） 15  社 （連結 10社）
（海外） 13  社 （連結 12社）

セーレンの概要
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（億円）

●連結売上高・営業利益
（2013/3～2018/3）

連結営業利益

●連結セグメント別売上高
（2018年3月期）

連結売上高

車輌資材

671 億円
ハイファッション

248億円

79億円

環境・
生活資材

63億円75億円

その他 9億円

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

連結売上高: 1,147億円

連結業績の概要（2018年3月期）

過去最高
更新

ﾒﾃﾞｨｶﾙ

金額表示は切り捨て

3

4

国内拠点

福井本社ビスコテックス スクエア 福井店

広島営業所

和光営業所

東京本社

東京デザインセンター

厚木営業所

浜松営業所

豊田営業所

名古屋デザインセンター

名古屋支店

大阪支社

大阪デザインセンター

TPF事業所
(生活科学総合ステーション)

二日市事業所 勝山事業所

鯖江事業所

福井本社

新田事業所
(5 工場)

坂井市
三国町

福井市

鯖江市
勝山市
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当社をとりまく環境の変化（1970年以降）

・１９６０年代 繊維産業の全盛時代

・１９７１年 ニクソン・ショック
（対米繊維輸出の自主規制実施）

・１９７３年 第１次オイルショック

・１９７８年 第２次オイルショック

・１９８５年 プラザ合意 （円高不況）

・１９８７年 セーレン企業存亡の危機

繊維産業の
斜陽化進む

5

革命（こわす・つくる）

改革（かわる・かえる）

改善（なおす・よくする）

「変える」 「変わる」 ことが企業革命のエネルギー

セーレンの「常識」＝従来の
延長では生き残れない

斜陽産業 からの脱却

繊維産業の

「常識」から「非常識」 へ

セーレン企業革命の原点
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５つの経営戦略

③ IT化

②非衣料・非繊維化

④グローバル化

1988年策定

⑤企業体質の変革

①ビジネスモデルの転換

7

ビジネスモデルの転換
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繊維産業の常識から非常識へ
～生き残りをかけ我々はビジネスをどう変えてきたか～

オールドビジネス

・形態 下請け、賃加工

・用途 衣料のみ

流通の“川中”（ﾌﾟﾛｾｽ産業）

・染色加工業

・海外大競争時代

繊維産業の

常識から

非常識へ

ニュービジネス

・企画・製造・販売
＜一貫体制＞の実現

・非衣料・非繊維化

・ＩＴ化
繊維産業から情報産業へ

21世紀型ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの確立

・グローバル化

9

®

IｏT・AI・ロボットで

世界の常識を変える
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【繊維業界の非常識に挑戦】 一貫生産体制の実現

「品質」 「納期」 「コスト」 のトータルマネジメントが可能に！

企画 販売

90年代から積極化 90年代から積極化

糸 織・編 染色加工 縫製

90年代に事業化 90年代に事業化創業事業2005年7月

原糸の製造 整経､製織､編立 染色､起毛､特殊加工 裁断､縫製

製造

カネボウ
繊維部門
の買収

子会社設立

子会社設立

11

ネット
店舗

オンライン注文

直営店

®

織･編 デジタル
生産

一貫生産システム

お客様

原糸 製品

IoTと一貫生産体制の融合により、
小ロット･短納期･究極のカスタマイズを実現

リアルからバーチャル、ネットへの時代へ

®
一着分から
カスタマイズ生産

自動裁断→縫製
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欲しいものを、欲しいときに、欲しいだけ。

自動車シート材
（ファブリック・合皮）

ファッション衣料

屋内用ＰＲシート

車輌コーディネート

非衣料･非繊維への展開

自動車インテリアパネル

加飾パネル
（鉄道車輌デッキ） 加飾外壁材

13

5 事業領域 & IT

Interior
Automotive

Interior

Environment & 
Life Materials

Environment & 
Life MaterialsMedicalMedical

ElectronicsElectronics

IT ®IT Viscotecs®

High Fashion
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車 輌 資 材

Instrument Panel

ファブリック, 合成皮革（Quole）, 
本革（LuxNova), 高機能シート

Comfortable Seat Fabric

Door Panel

Airbag （運転席・助手席・カーテン）

15

ハイファッション

ファッションアパレル

スポーツ・インナーウエア

ビスコテックスを核に、トレンドを先取りした素材･製品企画と
売れ筋を追ったQR生産で、顧客満足を実現
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繊維と
金属の
複合

エレクトロニクス

10.1%10.1%

導電メッシュ

ガスケット用導電材

スマートフォン部材

電磁波シールド材

インク
ジェット
技術

高性能
差別化
原糸

高性能
ワイピングクロス

ザヴィーナ®

高性能導電糸

ベルトロン®

スーパー繊維

ゼクシオン®
グラディオ®

ＫＢセーレン

航空宇宙分野

防音
ブランケット

繊維と金属との複合、インクジェット技術との融合など
当社グループの差別化シーズを活かした新商品開発

17

環境・生活資材

住宅用ハウスラップ材

防草シート

繊維技術を核とした資材開発で、幅広い分野の商品を提供

遮熱ロールスクリーン

介護用
ﾏｯﾄﾚｽｶﾊﾞｰ
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食品

乾燥

酸化 感染

消化管を保護皮膚を保護

細胞を保護
繊維

化粧品

医療

iPS細胞 凍結保存

飲むセリシン

ピュアセリシン 紫外線

【コア技術】高純度、高品質のセリシン抽出技術

メディカル

19

エレクトロニクス 地域科学イノベーションの事例
出典： 文部科学省ホームページ

文部科学省 都市エリア 産官学連携促進事業（発展型）

福井まんなかエリア
ナノめっき技術が創出する安全・安心エネルギーデバイス

主な参加研究機関
福井県工業技術センター
（財）若狭湾エネルギー研究センター
（独）日本原子力研究開発機構
福井大学

㈱田中化学研究所、清川メッキ工業㈱、倉茂電工㈱、
サカイオーベックス㈱、サンエー電機㈱、日華化学㈱、
福伸工業㈱、セーレン㈱

平成１８～２０年度
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メディカル 地域科学イノベーションの事例

地域イノベーション創出総合支援事業
重点地域研究開発推進プログラム（育成研究）

絹タンパク質セリシンを用いた、
動物細胞のための培養液の開発

ＪＳＴイノベーションサテライト滋賀
福井大学
セーレン㈱

平成１９～２１年度

商品化に成功「セリシンＧＩＴ」

出典： 科学技術振興機構ホームページ

21

（１）科学技術イノベーション振興政策における地域の捉え方（範囲、主体）

「地域」は行政区画のような「境界」に縛られる必要はない。

（２）地域が科学技術イノベーション活動を行う意義・目的

製造業としては、科学技術イノベーションにより、地域の主体が持つポテン
シャルを最大価値に引き上げ、国際競争力を高める結果を期待する。

（３）地方創生の流れにおける地域科学技術イノベーションの位置づけ

ニーズプルおよび／またはシーズプッシュの地域科学技術イノベーションに
より地方創生は推進されると考える。

地域の科学技術イノベーション活動の基本的方向性について
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